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 常務の喜㔟です。皆さまには日頃、弊社の業務にご理解いただき、また、本日
はお忙しいところお集まりいただき、御礼を申し上げます。

 まず先般7月に新しいグループ経営ビジョン「変革2027」を発表いたしましたの
で、そのスタート後の進捗についてご説明した後、第2四半期決算及び通期の

業績予想についてご説明いたします。
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 まず「変革2027」の基本方針についてです。

 私どもの経営を取り巻く環境はよりいっそうの人口減少が進んでいくことが明ら
かになっており、働き方に対する価値観の変化、技術革新、またグローバル化
に伴う価値観の変化が想定され、経営環境の変化というものが非常にスピード
感を持って進んでいます。

 そうした大きな経営環境の変化を受け、「変革2027」ではこれまでの鉄道のイン

フラを起点としたサービスの提供から、人の生活における豊かさを起点とし、社
会への新たな価値を提供するという、価値創造ストーリーを転換するということ
を基本的な方針に位置付けました。
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 鉄道を中心とした輸送サービスについても、技術革新や生産性向上等を取り入
れて、質的に強化をして成長させていくということには変わりありません。

 しかしながら今後は、成長の伸びしろを考え、生活サービスやIT・Suicaサービス

に経営資源を重点的に配分し、新たな成長エンジンとして育て上げていく必要
があります。

 その結果として、今後10年で連結の営業収益全体を伸ばす中で、生活サービ
スやIT・Suicaサービスの収益の比率を収益全体の4割まで伸ばしていきたいと
考えています。
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 「変革2027」の全体像についてです。

 当社グループの強みは信頼というブランドを基礎に、生活インフラを支える重層
的でリアルなネットワークと、そこに人々が交流する拠点としての駅を持ってい
るということです。

 この強みを十分に活用し、都市と地方、そして世界というこの3つのフェーズに

おいて、信頼と豊かさという価値観を創造していきます。その中で安全と生活に
フォーカスをし、グループの持続的な成長を実現していこうと考えています。
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 今後の10年間を見据えて変革に挑戦していきますが、より長期になるほど経営
環境に不確実性が増すことから、中間点である2022年度をターゲットに数値目
標を設定しています。

 設備投資と資産の効率的な活用のサイクルを回し、安全・安定輸送をベースに
新たなサービスの提供等によって収益規模の拡大を目指していきます。
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 2022年度の経営目標として、連結営業収益3兆2,950億円、連結営業利益5,200
億円、連結累計営業キャッシュフロー3兆7,200億円、連結ROA6.0％を目指して
いきます。
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 「変革2027」における安全に関する主なトピックスを説明します。

 安全は当社にとって時代を超えてしっかりと堅持していかなければならない経
営のトッププライオリティーであり、新しい経営ビジョンにおいてもその考え方は
いささかも変わることはありません。

 ハード対策としては、設備や車両の適切な維持・管理、そして戦略的な更新、強
化を行っていきます。また、ソフト対策としては、これから急激な世代交代等もあ
るため、実践的な安全の教育・訓練を拡充していくための運転のシミュレータを
全乗務員区所に設置するという取り組みを進めていきます。

 また、安心して鉄道施設をご利用していただくために、セキュリティー強化につ
いても進めていきます。
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 次に、グループの持続的な成長を実現させていくため、ESG経営の観点から、
当社グループの事業を通じて、社会的な課題の解決に取り組み、地域社会の
発展に貢献し、地域の皆さまやお客さまからの信頼を高めていきます。

 今回の経営ビジョンにおいて初めてESG経営を、取り入れました。

 また、技術革新を、業務の変革の中心に据え、鉄道技術とITを融合し、お客さま
サービスや運行の変革を実現していきます。

 この6月には、技術革新を組織横断的に進めていく体制として技術イノベーショ
ン推進本部を本社内に立ち上げました。



11

 「都市を快適に」という観点では、鉄道を中心に築き上げてきた当社グループの
信頼を基盤として、移動のシームレス化及び多様なサービスのワンストップ化を
結び付けることによって、お客さまが24時間さまざまな生活シーンにおいて、最

適な手段を組み合わせて移動や購入や決済等のサービスを利用できる、利便
性の高い生活空間の構築、創造を目指していきます。
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 「地方を豊かに」という観点では、人口減少が都市圏よりも大きな課題になって
いる現状を踏まえ、引き続き当社グループが地域輸送の責任を担っていくとい
うことを前提にし、持続可能な社会基盤の下で活発な交流をつくり出し、全ての
人が心豊かに生活できるサービスを提供していきたいと考えています。

 利便性や持続性の高い輸送サービスへの変革をはじめとし、観光振興や地域
の活性化、駅を中心としたまちづくりなどにより、地方においてコンパクト＆ネッ
トワーク化を推進していくということが基本的な戦略になっています。

 「世界を舞台に」という観点では、鉄道を中心とした輸送サービスの認知度の向
上を起点にし、生活サービスとのパッケージを各国のニーズに合わせて提供す
ることによって、国際事業のビジネスモデルを確立し、アジアを中心により豊か
なライフスタイルを提供することを目指しています。
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 第2四半期決算と通期業績予想について説明します。
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 まず、単体決算についてです。

 営業収益は、秋分の日の3連休、ゴールデンウィークやお盆輸送、そしてインバ
ウンドの好調などにより、対前年71億円増の１兆632億円となりました。

 営業費用は、物件費その他の部外委託費、租税公課、及び減価償却費などが
増加したことにより、対前年で141億円の増となりました。

 これらの結果、営業利益は対前年で69億円減の2,482億円、経常利益は対前
年71億円減の2,317億円、当期純利益は対前年32億円減の1,652億円となりま
した。

 なお、第2四半期決算は営業収益、各利益ともに4月の計画を全て上回りました。

 右側の表は昨年度の通期実績と今年度の通期計画ですが、計画を変更してい
ません。理由は次の2点です。

 ①営業収益についてはほぼオンライン、計画どおりの実績でした。

 ②営業費用については、主に修繕費が進捗しなかったことにより、営業利益が
約20億円上ぶれましたが、第3四半期以降においては、物件費その他や動力
費の増加が見込まれるためです。
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 鉄道運輸収入の実績と主な増減要素についてです。

 鉄道運輸収入は対前年100.6％で、56億円の増になりました。

 定期は、対前年100.6％で、16億円の増となりました。就業者数の増加が続い
ており、通勤定期が増加していることが大きな要因です。

 定期外は、新幹線については秋分の日の3連休、インバウンド、ゴールデン
ウィーク、お盆の好調などにより、対前年101.6％で44億円の増となりました。

 在来線関東圏は、前年の台風などの災害の反動増、秋分の日の3連休やイン

バウンドなどの好調がありましたが、台風などの天候災害の影響により対前年
99.9％、2億円の減となりました。
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 上期の計画と実績、そして下期及び通期計画について説明します。

 鉄道運輸収入は対計画では7億円下振れました。

 定期は対計画で10億円下振れました。

 定期外のうち新幹線は、基礎収入の増や秋分の日の3連休好調などにより対
計画で32億円上振れました。

 在来線の関東圏は、秋分の日の3連休や、ゴールデンウィークの好調などの要
素がありましたが、天候災害や、基礎収入の下振れにより、対計画で27億円下
振れました。
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 営業費用は、対前年101.8％で141億円の増となりました。

 人件費についてはエルダー社員制度変更による増と社員数の減少による減の
相殺により2億円の増となりました。

 動力費は、燃料費の単価の上昇などにより、22億円の増となりました。

 修繕費は、車両修繕費の増などにより、8億円の増となりました。

 物件費その他は、部外委託関連の増などにより、58億円の増となりました。

 機構借損料は、8億円の減となりました。

 租税公課は、固定資産税等の増により、32億円の増となりました。

 減価償却費は、設備投資の増により、24億円の増となりました。
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 連結決算についてです。

 運輸事業は増収減益でしたが、流通・サービス、不動産・ホテル、その他事業
は増収増益となりました。

 営業収益は対前年で221億円増の1兆4,869億円、営業利益は対前年1億円減
の2,922億円、経常利益は対前年7億円増、親会社株式に帰属する四半期純利
益は対前年3億円増となりました。

 右側の表は昨年度の通期の実績と今年度の通期の計画ですが、通期の計画
は単体と同様、変更はいたしません。
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 運輸事業は、当社の運輸収入が定期外を中心に増加しましたが、物件費等が
増加したため増収減益となりました。
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 流通・サービス事業は、東京駅等で展開しているビジネス、店舗の売上の好調
などにより、増収増益となりました。
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 不動産・ホテル事業は、ペリエ千葉の全面開業や、昨年度開業したホテルメトロ
ポリタン仙台イースト、ホテルメトロポリタンさいたま新都心の平年度化などによ
り、増収増益となりました。
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 その他の事業は、情報処理業、カード事業の売上増により、増収増益となりま
した。

 上期の業績を踏まえて通期の業績を検討し、運輸事業、あるいは流通・サービ
ス、不動産・ホテル、その他の事業いずれについても業績予想を変更していま
せん。
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 営業外の損益と特別損益についてです。

 営業外収益は、持分法による投資利益が増加したのに対し、受取保険金及び
配当金が減少したことなどから、対前年で4億円の減となりました。

 営業外費用は、支払利息が減少したことなどにより、対前年で12億円の減とな
りました。

 これらの結果、営業外損益は8億円改善し、特別損益はポイント引当金の繰入
額の増などから、対前年で17億円悪化しました。
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 キャッシュフローの実績についてです。

 営業キャッシュフローは、法人税等の支払額の増により、キャッシュインが497
億円減少しました。

 投資キャッシュフローは、工事負担金等受入による収入の増により、キャッシュ
アウトが178億円減少しました。

 財務キャッシュフローは、有利子負債の調達による収入の増により、キャッシュ
アウトが258億円減少しました。
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 設備投資の推移についてです。

 今期は6,450億円の計画を立てており、第2四半期の実績は対前年で59億円増
の1,650億円となっており、概ね計画どおりに進捗しています。
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 有利子負債の残高の推移についてです。

 維持更新投資に加え、成長投資に積極的に資金を振り向けていくということを
新しい経営ビジョンの基本に据えているため、今年度は有利子負債の削減を実
施しない計画です。
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 2019年3月期のキャッシュの使途についての計画は変更ありません。
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 以下は、参考資料です。ご参照ください。
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